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所得分配におけるパシネッティ定理の解釈と検討

小原久治

I はじめに

小論の目的は，パシネッテイの所得分配理論（パシネッテイ・モデル）の帰結を端的に表象した

「パシネッティ定理jを解釈し，その理論構造について吟味検討することによって，パシネッテイ

・モデルの修正と拡充を図った所得分配モデルを構築する点にある。

代表的なポスト・ケインズ派分配理論であるパシネッテイ・モデルは，カルドアの所得分配理論

で提示された所得分配モデルの理論構造を修正し，新しい理論構造と含意を持った分配理論である。

カルドア・モデルの場合には，完全雇用を仮定した上で，利潤分配率は投資比率のみならず資本

家階級（以下では資本家とする）の貯蓄行動と労働者階級（労働者とする）の貯蓄行動に依存して

決定されている。これに対して，パシネッテイ・モデルの機能的分配を示す利潤分配率の場合には，

投資比率と資本家の貯蓄行動には依存するが，労働者の貯蓄行動には依存しないで決定されている。

このような所得分配の決定要因の差異がカルドア・モデルの理論構造や所得分配の決定要因とは異

なるという意味で， 「パシネッテイの逆説」と呼ばれている。この逆説こそがパシネツテイ・モデ

ルの分配理論的帰結すなわち「パシネッティ定理」 I）である。

この帰結については，パシネッティ（L.L. Pasinetti）とカルドア（N.Kaldor），ロビンソン

(J. Robinson），サミュエルスン（P.A. Samuelson），モデイリアーニ（F.Modigliani），レイジ

ング（N.F. Lai sing），ウッドフィールド（A.Woodfield），マクドナルド (J.McDonald），パ

レストラ（P.Balestra），パランツィーニ（M.Baranzini）などの間で論争が展開されている。

また，その帰結は， ドイツ語文献ではクロムプハルト (J. Kromphardt），ノイマン（M.

Neumann），ミユツクル（W.J. Muckl），シュミット・リンク（G.Schmitt-Rink），シェーレ

(E. Scheele），コパルスキ（L.Kowalski），キュルプ（B.Kulp), ドメンギーノ (C. -K 

Domenghino），バルトマン（H.Bartmann），ラムザァ（H.J. Ramser）などが論争している口

その後もパシネッティ定理の解釈と結び付いた仮定や理論構造などについて議論が続けられている。

これらの議論においてもまだ，パシネッティ定理で表象されたパシネッティ・モデルの仮定や理

論構造において，利潤分配率と財産分配率との関連性，投資比率と財産分配率との関連性などが検

討されていない。さらに，パシネッテイ・モデルに財政要因（租税と国債発行）を導入して修正・

拡充することも検討されていない。小論はパシネッティ・モデルに内在するそれらの問題点を検討

しようとするものである。

Il パシネッテイ・モデルの解釈

まず最初に，パシネッテイ・モデルを吟味検討する前に，パシネッティ定理を解釈しておかなけ

ればならない。

パシネッティは，所得の機能的分配と所得の人的分配ないし制度的分配または階級的分配を区分
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するので，資本家階級と労働者階級が存在する 2階級長期分配モデルとなっている。

産出量すなわち国民所得Yは所与の技術状態と完全雇用のもとでは外生的に与えられるので産

出量決定式は

Y=  y 

である。

(1) 

パシネッティは，完全雇用の長期均衡を前提にした上で，資本家はその利潤所得Geの大部分を

貯蓄するのに対して，労働者はその所得（賃金所得と利潤所得Cw）の僅かの部分を貯蓄すると仮

定している。さらに，総資本ストック Kの一部である資本ストック Kcを取得する資本家は利潤

所得Geのみを取得し，資本ストック Kwを取得する労働者は賃金所得に加えて利潤所得Gwを取得

すると仮定する。したがって，制度的分配では国民所得は資本家が取得する所得 Yeと労働者が取

得する所得 Ywに分配されるから，

Y=Yc+Yw 

と定義できる。

所得の機能的分配では，国民所得は利潤所得Gと賃金所得Wに分配されるから，

(2) 

Y=  G+ W (3) 

と定義できる。この Gは資本家が取得する利潤所得Geと労働者が取得する利潤所得Gwに分けら

れるから

G=G GキGw

と定義できる。

総資本ストックKは人的分配ないし制度的分配を通じて財産分配が実現するものとすれば，

K=Kc +Kw 

が定義できる。

(4) 

(5) 

総資本ストックの価値は自然成長率nに対する外生的に所与の投資 fの比率に等しくなるよう

に調整されるものとすれば，

K＝す
が成り立つ。

マクロ的均衡条件は

I=S 

である口この総貯蓄SはS=Sc+ Swと定義できる。

(6) 

(7) 

資本家の貯蓄行動と労働者の貯蓄行動はそれぞれ取得する所得に比例するので，資本家の貯蓄性

向を SG ，労働者の貯蓄性向を swとすれば，資本家の貯蓄 Scと労働者の貯蓄 Swはそれぞれ

Sc=scYc=scGc , l>sc>sw>O (8) 

Sw = s w Yw = s w ( Gw + W) (9) 

の貯蓄関数で表される。

パシネッティはカルドア・モデルを拡充するために，次の2つの仮定を設ける。

一つは，資本ストックの所有から取得する報酬は，資本ストック I単位当りの利潤所得すなわち
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G 
利潤率ーが資本家の場合も労働者の場合もかなり高いので，その報酬は資本ストックの所有関係に
K 

は左右されないという仮定である。この場合，カルドアとは異なり，パシネッテイは労働者の財産

形成を考慮するので，その仮定は

G Ge Gw 
(10) 

K Kc Kw 

と定式化されている。この闘は，長期均衡が資本家の資本ストック Kcに対する資本家の利潤所

得Geの比率と労働者の資本ストック Kwに対する労働者の利潤所得Gwの比率が等しいときに成

立することを表す均衡条件式である。

もう一つは，長期均衡では，総資本ストック Kに占める資本家と労働者のそれぞれの資本分配率，

換言すれば，財産分配率は一定であるという仮定である。

Kc Kw 
－÷＝一一＝p （＝一定） (11) 
K K 

この仮定を成長率で表せば，総資本ストックの成長率と資本家の資本ストックの成長率と労働者

の資本ストックの成長率は等しくなる。ωの両辺の対数をとり，時間 tで微分すれば，
dKc ・ dKw . dK 
一一一一＝Kc，一一一＝Kw，一一一＝K であるから，
dt dt dt 

K Kc Kw 
仕2

K Kc Kw 

となる。 l=K, fσ ＝Kc, lw =Kルと定義するので，（12)は

I I c lw 
(13) 

K Kc Kw 

と書き換えることができる。この仰をマクロ的均衡条件（7）と結び付ければ，総貯蓄 Sに占める

資本家の貯蓄Scの比率も総貯蓄に占める労働者の貯蓄 Swの比率も一定となり，資本家の財産分

Kc Kw 
配率一ーが労働者の財産分配率一ーに等しいとき，長期均衡が成り立つので，均衡条件式は
K K 

Sc I c Kc 

s 
となる。

I K 

Sw lw Kw 

s I K 
(14) 

このように，パシネッティ・モデルを解釈することができる。このモデルは， 13個の変数 Y,

Y c , Yw, G, G c , G w, W, S , Sc , S w , K , Kc , Kwを決定する完結したモデル

(1）～（11)' (13），凶の体系で表すことができる。 Y, ], Sc, Sw, n はすべてパラメーター

であり，所与かっ一定である。

n G 
利潤率三は自然成長率刀を Scで割ったものーに等しいから，利潤分配率yは利潤率と
K Sc 
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K 
資本係数ーの積から成り立ち
y 

G G K n K 

Y K Y Sc Y 

で表される。

利潤分配率（15）は，仰を用いて

G Ge K 

Y Kc Y 

に書き換えることができる。

(11）と仰を用いれば，利潤分配率（1司は

G Ge S 

Y Sc Y 

に書き換えることができる。
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さらに，（8）と（7）を間へ代入すれば，利潤分配率は

G Ge I 1 I 

Y Sc Ge Y Sc Y 

同

(16) 

仕カ

(18) 

で表される。この同こそが「パシネッティ定理」にほかならない口つまり，利潤分配率は投資比

率と資本家の貯蓄性向で決定されるというのである。労働者の貯蓄性向は利潤分配率の決定には何

の役割も果たしていない。このパシネッテイ・モデルの理論的帰結は，カルドア・モデルでは sw=  

Oのときにのみ成り立つことである。その理論的帰結闘がカルドア・モデルとの相違点である。

カルドア・モデルでは，投資比率，資本家の貯蓄性向とともに，労働者の貯蓄性向も利潤分配率の

決定要因になっているからである。

皿 パシネッティ定理の検討

ここでは，パシネッティ定理を次の少なくとも四つの視点から検討する。

1.利潤分配率，投資比率と財産分配率の関連性

2.貯蓄性向の機能的差異の導入

3.留保利潤率の導入

4.財政要因（三つの租税と国債発行）の導入

以下では，これらの視点から順次パシネッティ定理を検討する。

1.利潤分配率，投資比率と財政分配率の関連性2)

まず最初に.(7）へ（8) • (9）を代入し両辺を Yで割って整理すれば

G 1 I Sw  

y sc-sw y sc-sw 
(19) 

が得られる。ニの闘は資本家が取得する所得分配率を表し，所得の人的分配ないし制度的分配が

所与の投資比率，資本家の貯蓄性向及び労働者の貯蓄性向で決まることを意味する。
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パシネッテイの二つの重要な仮定側と仕1）によれば，利潤分配率闘は同～倒の表し方だけでな

く，。。，（14),(7）を用いて，

G G K Gw K Gw S Gw I 

Y K Y Kw Y Sw Y Sw Y 

に変形できる。ラムプ（B.-T. Ramb）に従って，労働者の貯蓄Swを（9）で表せば，利潤分配率は

(20) 

G 1 Gw I 
）
 

唱
E
－a
n
L
 
（
 Y Sw Yw Y 

で表すことができる 03）この（z1）と仰が両立するのは

Gw Gw S w 

Yw Gw+W Sc 
）
 
。ru
q
b
 
（
 

が成り立つときである。この関係式はパシネッテイの関係式と類似しているo4) 

この同をどのように解釈すべきであろうか。それが問題である。形式的にみれば，（zめから資本

家の貯蓄性向 SG が労働者の貯蓄性向 SWよりも大きいことは仮定されているので，パシネッテイ

にしてみれば，（坊は一つの因果関係を明白にしている。つまり，パシネツアイは資本家の利潤分

配率が資本家の貯蓄性向で決まるという因果関係を導いたからである。

パシネッティ定理の理論構造を吟味検討するニとを目的として導いてきた（21）と（22）は，パシネッ

ティ定理とは異なっている。特に，（21）は資本家の利潤分配率が労働者の貯蓄性向，労働者が取得

する所得（Gw + W）に占める労働者の利潤所得Gwの比率及び投資比率に依存して決まることを

意味する。（22）は資本家の貯蓄性向と労働者の貯蓄性向の両方に依存することを意味するo5) 

これらの貯蓄性向，投資比率と財産分配率の関連性をみれば，次のことがわかる。

① 資本家も労働者もそれぞれの財産分配率をある特定の比率で一定に保とうとすること，ある

いは，取得した資本ストックの成長率を等しくさせようとすることがわかる。このような行動をと

る資本家と労働者は同に従ってどちらかが貯蓄性向の変化につれて財産分配率の変化が自分の方

に有利に作用する場合には，自分の貯蓄性向に反応するであろう。

② 財産分配率が一定となるのは，長期的成長過程の必然的な結果であるとみなすことができるD

③ 資本家の貯蓄性向と労働者の貯蓄性向が当初任意の値をとれば，（22）は均衡条件の継続を意

味する。この解釈は少なくとも短期的には従来の解釈とは異なっている。その均衡過程の当初にお

いて，所与の二つの貯蓄性向の水準がいかにして選択されるか，またいかなる解釈に基づいて選択

されるかという問題点が生じる。二つの貯蓄性向の選択あるいはその変化に起因する分配状態の変

化の可能性を探る必要がある。この場合，それらの貯蓄性向の外生化がどのように作用するかを明

瞭にする必要がある。例は，労働者の所得（ Gw + W）に占める労働者の利潤所得Gwの比率

Gw 
の決定要因間の相互関係や二つの貯蓄性向の関連性を明らかにすることができる均衡条

Gw+W 

件である。

Gw 
労働者の利潤分配率一ーは同と（5）を用いて

y 
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Gw Gw G Kw G I Kc¥ G 

Y G Y KY¥  KIY  

で表される。

(23) 

Ge 
資本家の所得分配率，すなわち，利潤分配率一ーは，（4)' (23）から

y 

Ge G Gw Kc G 
）
 
4
・
ヮ“（
 y y y K y 

で表される。

Gw + W Yw 
所得の人的分配を表す労働者の所得分配率 （分子を Ywとおく。）＝ーーは，（2）と（24）から

y y 

Yw Ye Ge Kc G 

y y y K y 
）
 
戸、dnr“
 

（
 

Gw 
が成り立つので，労働者の所得に占める労働者の利潤所得の比率一ーは，（幼凶5）から

Yw 

Gw Gw Y ｛一手）； (K-Kc) G 

KY-KcG 
）
 
au 
。ゐ（
 Yw Y Yw Kc G 

K y 

で表すことができる。

G 
所得の機能的分配を表す利潤分配率一は，同と（22）から

y 

G Sw Sw 
(2内

Y Kc I Kc¥ 
s G ー （sc-sw）一一 sw+(sc-sw）む一一一i

K ¥ KI  

と書き換えることができる。この利潤分配率は，二つの貯蓄性向，資本家の財産分配率で決まる。

投資比率は黙示的に貯蓄性向と資本家の財産分配率で決まるので，投資比率は利潤分配率（27）の明示

的な決定要因にはなっていない。

I 
(21）と似）を（27）へ代入すれば，投資比率一は，

y 

I s c s w s c s w 
。司

Y Kc I Kc¥ 
s G 一（ s c -s同一一 sw+(sc-s叫白一一一｝

K ¥ KI  

で明示できる。この（28）は，すでにパシネッテイ・モデルに明示的な形式で示されているが，パシ

ネッティ・モデルでは，投資比率は所与の国民所得と独立投資から成り立たず，所与の長期的な財

産分配率（11）に関する所与の構造パラメーターに基づいて決定されるものである。ところが，（27）で

は利潤分配率の決定式は財産分配率が長期的に一定であるという仮定ωを明示的に導入したもので
ある。
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「パシネッテイ定理jの問題点は，仮定（11）にもある。この仮定は，既述のように長期均衡に基

づいて財産分配率を一定に保つというものである。この点について，ラムプは，貯蓄性向の確定が

もたらせる財産分配率形成の可能性と限度はパシネッテイ・モデルの限界を考察することによって

明らかになると考えている 06）この意味で，（22）は何かの仮定があれば存在できる労働者の貯蓄行

動の一つの上限を表している。資本家の貯蓄性向の存在範囲はl>sc>Oであるため，（22）から

Yw 
1 > s w一一一＞ 0 (29) 
Gw 

で表すことができる。

労働者の貯蓄Swはその利潤所得Gwを上回ることはできないので，（29）から労働者の貯蓄行動の

均衡条件は，

Gw－；，.呈Sw=swYw 倍。）

Kw 
で表すことができる。 Gw=Swのときは，労働者の財産分配率一ーが変化するので，資本家の利

K 

潤所得Geは再び貯蓄へまわされるものである。資本家がその利潤所得の一部を消費に向ければ，

労働者はその貯蓄性向の上昇によって資本家の消費を減少させる状態になり得るであろう。

さらに，パシネッテイ定理の問題点は，ウッドフィールド（A.Woodfield ）とマクドナルド

(J. McDonald ）によれば，次の点にあるo
G W W 

長期均衡では，パシネッティ定理（18)すなわち利潤分配率ーに対する賃金分配率ーの比率ーは，
y y G 

W I 

Y W Sc Sc 

G G I I 
）
 

－
 
qo 
（
 

y sσ 

で示すことができる。この比率は資本家の貯蓄性向 Scと投資 fの逆数に比例する。 Scの上昇は

I IW¥ I Y l 
その比率を上昇させる la(-)Jase＝ー＞ OI。このことは，資本家と労働者の人的分配

l ¥GI I I J 

ないし制度的分配を表さないことを意味する D7）労働者は賃金所得も利潤所得Gwも取得するから

である。資本家の利潤所得Geも労働者の利潤所得もそれぞれの貯蓄性向 Sc, s wに依存するか

ら，所得の人的分配ないし制度的分配は労働者の貯蓄性向に依存するであろう。この点は Geと

Gw s＞を SG とswで偏微分して確かめることができる。

δG c I-swY I 
一一一一＝－ < 0, γ 1 > S G > -> S W > Q (32) 
θS c (sc -sw)2 Y 

この（32）は資本家の貯蓄性向の上昇が資本家の利潤所得を減少させることを意味する。

δGw s w ( -s c2 Y + 2 s c I -S w I ) 

a Sc S c2 ( S G - SW) 2 
主主 0'

s c2 I 
主主ーのとき（符号剛頓） (33) 

2 sc-sw y 

この（33）は，労働者の利潤所得に及ぼす資本家の貯蓄性向の影響が二つの貯蓄性向と所与の投資比
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率に関連して決まることを意味する。資本家の貯蓄性向 SGの上昇は利潤所得Gの減少と直結する。

δGw a Ge Sc Y-I 
一一一一＝一一一一一一＝ >O 
asw asw (sc -s品z

）
 

4
告。δ（
 

この同は労働者の利潤所得が労働者の貯蓄性向の上昇につれて増加することを意味する。

Ge Gw十W
次に，所得の人的分配，つまり資本家の所得分配率一ーに対する労働者の所得分配率

y y 

Gw十 W
の比率 (= zとおく。）について検討する。

Ge 

I-swY 
マクロ的均衡条件（7）へ（8)' (9) ' (3) ' (4）を代入して得られる Ge= を， zに

Sc -sw 

(3) '(4）を代入して得られた式へ代入すれば，

Y-Ge scY-I 
z＝ニ＝ニ
Ge I -sw Y 

）
 

p
h
u
 
qa 
’’a

，、、

となる 09l zはSGとswのそれぞれの上昇につれて上昇する （az／ θSc=Y/(I-swY) 

> o , a z / a s w = . ( s c Y -I) Y / ( I -s w Y) 2 > o ）ことがわかる。

2. 貯蓄性向の機能的格差の導入

チアン（A.C. Chiang）はヲ国民所得（総所得）の分配定義式，利潤所得の構成についてはそ

れぞれパシネッテイ・モデルの（1）～（7）を用いる。また，チアンは，労働者が所得（ Gw + W）を

取得し，これらの所得に関わる貯蓄性向はパシネッティ・モデルのように同じ貯蓄性向 swではな

く，異なっていると仮定する。10）つまり，チアンはパシネッテイ・モデルの貯蓄関数を拡大したの

で，機能的に異なる三つの貯蓄性向（資本家の貯蓄性向 Sc，労働者の貯蓄性向 SM., S w）を区

分する。

そのため，資本家の貯蓄 Scと労働者の貯蓄 Swはそれぞれ

Sc == S c Oc , 1 > ・ S c > SM > ・ s w > 0 

Sw=SM Gw+sw W 

）

）

 

R

u

n

t

 

’向
V

九
M
、

で表されるD したがって，総貯蓄Sは（36)' (37）から

S =Sc+ Sw 

で構成される。

このような三つの貯蓄性向を区分しなければ，貯蓄行動は所得の源泉に関連すべきであると仮定

）
 
。。
内
、

υ（
 

したカルドア・モデルの貯蓄関数や貯蓄行動は所得取得の型に関連すべきであると仮定したパシネッ

テイ・モデルの貯蓄関数になる。

労働者は二つの貯蓄性向 SM, S wを持ち，資本家はその貯蓄性向 SG を持つので，チアンは

次の四つの場合の貯蓄行動を考えている。ω

い〕 SG =SM >SW 

この場合には，貯蓄性向はもっぱら所得の機能的分配を区分するものとなる。利潤所得に対する
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貯蓄性向は資本家の貯蓄性向 SG だけである。所得分配の形式はカルドア・モデルに相当する。

(ii) Sc> SM= Sw 

この場合は，貯蓄性向は資本家の貯蓄性向と労働者の貯蓄性向 swに区分された場合である。労

働者は二つの貯蓄性向を持つものとする。このことはパシネッテイが用いた貯蓄関数であり，パシ

ネッティ・モデルの帰結を導くのに必要な仮定である。

(iii) S G = SM = S W 

この場合には，資本家の貯蓄性向と労働者の貯蓄性向は見かけ上の区分もなくなる。貯蓄関数は

S=sY(sは貯蓄性向である。）となる。カルドア・モデルは所得分配に関しては未決定であ

る。ω

(iv) S G > SM > SW 

この場合は，労働者が取得する利潤所得から賃金所得よりも高い貯蓄性向を得ることを仮定して

いる。資本家の貯蓄性向は労働者の二つの貯蓄性向を上回っている。

このチアン・モデルは， 13個の変数（パシネッテイ・モデルと同じ変数）を決定する完結したモ

デル（1）～（7)' （判～（38），帥， ω，凶の体系で構成されていると考える D Y, I, Sc , SM, 
Sw, nはすべてパラメーターであり，所与かっ一定である。

パシネッティ・モデルの安定条件である l>sc>sw>Oは，資本家と労働者がそれぞれ取得

する所得に関連して満たされることになる。この安定条件に関連させれば，チアン・モデルでは

Ge Gw W 
s G一一一＞sM一一一＋sw一一一
Ye Yw Yw 

が安定条件となる。

マクロ的均衡条件は，（36）～（羽，（7）から

）
 
nv 
qa 
（
 

I=sc Ge +sM Gw+sw W 併時

で表されている。この均衡条件について，チアン・モデルとカルドア・モデル，パシネッティ・モ

デルの関連性をみれば， SM= S wのとき，パシネッティ・モデルになることがわかる。

Ge 
例の両辺を Yで割り， Gwに（4),wに（3)'(18)を代入して整理すれば，資本家の利潤分配率一一は

y 

工
〔SG - S M 十 sw）一一sW S G 

Ge Y 

y 

で表される。

sc( Sc -sM) 
）
 

唱
E
A
4uτ （
 

G 
利潤分配率ーは，長期均衡では，労働者の二つの貯蓄性向に左右されないので，同で示される。

y 

y G 
資本家が恒常的成長を遂げるならば，（18)の両辺にーを掛けて得られる利潤率ーは

K K 

G 1 I 
）
 
n
L
 

aaτ （
 K Sc K 
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となり，チアン・モデルには影響を与えない。この条件仰）の成立には，三つの貯蓄性向の関連性

が（川の場合，（41）から得られる次の投資比率

Ge 
Sc (sc -sM）一一＋ScSw 

I y 
）
 
qa 
aa‘
 
（
 y sσ －sM+sw 

Ge 
の存在が必要である。この（43）で資本家の所得分配率が存在しないとき，すなわち，一一＝ Oのと

y 

き， いめは

s
 

w
一＋

S

一一
M

G

一
s

s一一一
C
M

一一
f

一Y
(44) 

I I 
となり， 1 >sc ＞ー＞ Sw > 0が必要である。 SG ＝ーが成り立てば，国民所得Yがすべて資

y y 

本家の利潤所得Gσ である場合に限り，恒常的成長が可能になるであろう。（44）が成り立てば，資

本家の利潤所得はなくなり，反パシネッテイの場合を一般化した説明になる。

Gw 
長期均衡では，労働者の利潤分配率一ーから取得した所得で労働者が最小限の貯蓄をする場合の

y 

方法として，チアンは次の方法を考えている。労働者は，その利潤所得Gwに基づく貯蓄は Sc> 

SMであるため，この差の貯蓄性向で行い，賃金所得Wに基づく貯蓄は貯蓄性向 swで、行うという

方法を用いて，最小限の貯蓄をするならば，労働者の貯蓄性向は所得の機能的分配，換言すれば，

(18)の型の利潤分配率の決定を左右しないので，

(sc -sM) Gw = Sw W 

が成り立つことになる。

）
 

F
h
d
 

Aせ（
 

Gw 
労働者の利潤分配率一ーは，（3)' (4），い5）から

y 

Gw Gw W Sw I G、
Y W Y Sc -SM ¥ YI 

）
 

D
O
 

必
笠（
 

で表される。

(4）の両辺を yで割った式へ（46）を代入すれば，人的分配を表す資本家の所得分配率三乙は，
y 

Ge Sc -SM + S w G S w 
）
 

n
，．
 8を’’’’a・‘‘、

y Sc -SM Y sc-SM 

で表すことができる。他の事情が不変であれば， s G とSMが上昇すればするほど，この分配率は

上昇する［ a (Ge／ め／osc ＝θ （Ge/ Y) /a  SM= s w l lー（G/Y) I/ 

(sc -sM )2 >O. ］。逆に， s wが上昇すればするほど， この分配率は低下する

〔θ （Ge/ Y) /as w =-l 1一（G/Y) I/ (sc -sM) <O〕。
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3. 留保利潤率の導入

オコンネル（J.0’Connell）は，パシネッティ・モデルの体系に留保利潤率 sp を導入した 2階

級分配モデルを構築しでいる。ゆこのモデルは，パシネッティ・モデルの（1）～（7),(10), (11），凶を援用

している。

モデルの体系を構成する貯蓄関数については，次の仮定に基づいてパシネッテイの貯蓄関数を修

正している。資本家は実質利潤のうち留保利潤率 sp で留保利潤を作り，それを貯蓄するものとす

る（ 1孟 sp > 0）。資本家は利潤所得（例えば，配当所得） Geだけを取得して，その所得を貯

蓄性向 SGで貯蓄し，労働者は賃金所得と配当所得の和から成り立つ所得から資本家の貯蓄性向よ

りも小さい貯蓄性向 swで貯蓄するものとする (l>sc>sw>O）。

利潤率rは，

G G, 
r＝－＝一一一， j=  G, W 
K K; 

い司

と定義できるo

r kは利潤所得Gであるから， Y-r kは（3）により賃金所得Wとなる。労働者の貯蓄例の右

辺第1項は賃金所得に基づく労働者の貯蓄である O rKwは労働者が取得する利潤所得， sPr Kw 

は資本家が労働者の利潤所得Gwからも一部を留保した留保利潤であるから，第2項は労働者がそ

の利潤所得から留保利潤を差しヲ｜いた後の利潤所得に基づく労働者の貯蓄である。労働者の貯蓄

Swは，

S w = s w ( Y -r K) + s w ( l -s P ) r Kw 

で表される。

rKcは資本家が取得する利潤所得Ge, SPrKwは資本家がその利潤所得からも一部を留保

した留保利潤であるから（so）は資本家がその利潤所得rKcから留保利潤を差しヲ｜いた後の利潤所

）
 

nwu
・
4
u
z
 
（
 

得に基づく資本家の貯蓄である。資本家の貯蓄Scは，

Sσ ＝sc(l-sP)r kσ 

で表される。

貯蓄関数Sは，

(5司

S=S G 」ャ SwJヤSPIK ）
 
唱・4
F

、υ（
 

で定義されている口第3項は利潤所得rkに基づき留保利潤率で、行った貯蓄SP(=SPrK）で

ある。これらの3種類の貯蓄から成り立つものが総貯蓄（51）である。

オコンネルはこのように考えて，留保利潤率を導入した場合の貯蓄関数Sとして， ダリテイ

(W. A. Darity）が用いたケムブリッジ型貯蓄関数ωを用いる。その最も一般的な形式は，（49）～（51)

を用いれば，

S = s w ( Y -r K) + s w ( l -s p ) r Kw + s c ( l -s P) r Kc + -s Pr K (s2) 

で表される。

ここで，パシネッティ定理の仮定や理論構造に関わってくる貯蓄関数の形式について，カルドア・

モデルやパシネッティの貯蓄関数とダリティ・オコンネルの貯蓄関数を比較しておきたい。
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（叫において SG = S wのとき，（5）を使えば，（52）の特別の場合として次の「カルドア型」貯蓄関数

S = ( 1 -s w ) s P r K + s w Y (s3) 

が得られる。この（叫の左辺第1項は利潤所得だけを取得する資本家（これを純粋資本家と名づけ

る）の貯蓄を表し，第2項は労働者の貯蓄を表している。

「パシネッテイ型J貯蓄関数は，利潤留保率がないとき （sp=O）の（52）の特別な場合である。

すなわち，（5）を用いれば， 「パシネッテイ型j貯蓄関数は

S = ( s G -s w) r KG+ s w Y ）
 
4
t
 

p
h
d
 
（
 

で表される。 パシネッテイが述べているように，（53）は資本家と労働者の聞の資本ストックの所有

権の配分を意味するものである。

さて，元に戻って，オコンネル・モデルの仮定を吟味する。オコンネルは資本家と労働者が二つ

の方法で資本ストックの所有権を取得すると仮定する。一つは，資本家や労働者は新規発行証券市

場で貯蓄の価値に等しい株式を購入するという方法である。もう一つは，資本家と労働者が留保利

潤（法人留保）に対する権限を保有するという方法である。この権限は株式の自由な発行で，ある

いは利子変動型証券（確定利付証券ではない）の価値の適切な調整で株主間に保有・分配される証

券数に比例すると仮定する。これらの場合には株主はすべて資本利得（キャピタル・ゲイン）を留

保利潤に等しい率で取得する。

このようなオコンネルの仮定はこれに相当するダリテイの仮定とは異なっている。ダリテイは，

労働者が実質資本ストックを所有し，分配される利潤所得に参与するために，株式を保有すると仮

定するが，資本家の留保利潤に対する権限については何も仮定していない。対照的に，オコンネル

は労働者が賃金所得に加えて利潤所得も取得している株主になることを仮定している。

このオコンネル・モデルは， 14個の変数 Y, YG, Yw, G, GG , Gw , W, S , Sc; , Sw, 

K, KG, Kw, rを決定する完結したモデル（1）～（7），側，（11), (48）～加），同の体系で表す

ことができる。 Y, I, SG, Sw, SP, nはすべてパラメーターであり，所与かっ一定である0

0仰両辺を Yで割り，（5）とい材用いて，利潤分配率手を Eとおけば，貯蓄率 S ＝手は，

KG 
s =sw+SP (l-sw）ε＋ (sG -sw) (l-sP）ε一一 (55) 

K 

で表される0 (55）の両辺に長を掛けて，保証成長率千が外生的に所与の自然成長約に等しいと

仮定し，闘を用いれば，

y KG 
n = s w一＋ s P ( 1 -s w) r + ( s G -s w) ( 1 -s P) r一一
K K 

(56) 

が得られる口

長期均衡では，資本家が取得する資本ストックの一部は投資 fに対する資本家の貯蓄

SG (l -Sp) rKGとfに対する資本家の資本利得の合計の比率に等しい。このことは，資本利

得が仮定により留保利潤sPr KGに等しいので，

KG KG KG 
一一＝sG(l-sρr一一＋ Sp r-
K I I 

）
 
勾，
P
「
υ

／’
1
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が成り立つことを意味する。

Kc 
総資本ストックに占める資本家の資本ストックの比率一一，すなわち，資本家の財産分配率は

x 
（同と（57),(6）を用いて整理すれば，ω

Kc _ s c l n -s P ( 1 -s w) r -s w 71 
K (n-sPr) (sc-sw) 

で表すことができる。

このオコンネル・モデルには導かれていない次の四つの分配率（59）～（62）を導くことができる。

マクロ的均衡条件（7）の両辺を Yで割って，（日）を代入すれば，利潤分配率 εは

I 
--Sw 
y 

。司

G 
ε ）

 

n
u
d
 
zu 
（
 y Kc 

SP (l-sw)+ (sc -sw) (l-sP）ーー
K 

で表される。この（59）で、 Sp=Q, K=Kc （資本ストックを全部資本家が取得する）のとき， カル

ドア・モデルの帰結になる。また， Sp=sw=O, K=Kcのとき，パシネッティ定理（18)になる。

Gw 
(3) ' (4) ' (5），側から，労働者の利潤分配率一一は，

y 

手＝子；＝子子（1子）；－
(1 －~）ピーサ

(6的
Kc 

SP (l-sw)+(sc -sw)(l-sp）一一
K 

で表される。

Ge 
人的分配を示す資本家の利潤分配率一一は，例と（4）から

y 

Ge ~ (f-sw) 
、1
’’’
唱－
Aau 
（
 y Kc 

SP ( 1 -SW) + ( S G - S W) ( 1 -Sp）一一
K 

で表される。

Gw+ W 
人的分配を示す労働者の所得分配率 は，（61）と（3）から

y 

Gw+W 
=1-

y 

子七－ sw) 
）
 
n
L
 

P
O
 
（
 Kc 

SP ( 1 -SW) + ( S G - S W) ( 1 -Sp）一一
K 

で表される。
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このオコンネル・モデルとパシネッティ定理との関連性は，オコンネル・モデルの利潤率 r

（＝妥）の確定値を求めることによって明らかにすることができる。

(ss）を（56）へ代入すれば，利潤率rの2次方程式

ar2 -br+n2=0 

I S w I 
ただし， a=  l SP+sc (1-sP)I~ SP (1-sw）＋一一｝

I € J 

I Sw I 
b=n  ~sp+SP (l-sw)+sc (1-sP）十一一｝

が得られる016）これを解けば，利潤率の2根は

）
 

内

4
ucu 
，，EE
、

n 
）
 

4
生au 
（
 

r1 
s p 十 SG ( 1 -Sp) 

n 
(65) rz 

Sw 
SP (1-sw）＋一一

ε 

となる。

仰）において sp=Oならば，パシネッティ定理仰になるという関連性がある。

長期均衡では，利潤所得がすべて配当として支払われる場合には，貯蓄率sはs= s G ’ € = 

Sc 手となる。 Sc ’ € > Swのとき，パシネツテイ定理を適用すれば，利潤率は労働者の貯蓄性

向swとは無関係となり，関連性はない。

4. 財政要因の導入

パシネッティ・モデルに財政要因（三つの租税の税率と国債発行）を導入して，パシネッテイ・

モデルの理論構造を修正・拡充した所得分配モデルを構築し，従来の所得分配モデルで明白にされ

ていない利潤率，利潤分配率及び財産分配率の関連性について解明する。

このモデルは，パシネッティ・モデルの（4)' (5），仰を援用する。

市場価格表示の国民所得 YMは，所与の技術と完全雇用のもとでは，外生的に与えられるので，

この国民所得は資本家が取得する利潤所得Ge，労働者が取得する利潤所得Gw及び2種類の租税

収入を示す租税Tから成り立つものとする。

y M = G + w + T (66) 

マクロ的均衡条件は，国債発行額Bの存在（利回りはないものとする）を考慮するので，

I+ B = S (61) 

である。投資 fは所与と仮定するので，

I＝ア 同

で示される。

完全雇用の長期均衡を前提にした上で，資本家はその利潤所得G の大部分を貯蓄するのに対し

て，労働者はその所得（利潤所得Gw＋賃金所得W）の僅かの部分を貯蓄すると仮定する。資本家
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の貯蓄Scも労働者の貯蓄 Swもそれぞれ取得する所得に比例すると仮定する。さらに，政府部門

から民間部門への移転所得を無視し，政府部門は資本家の利潤所得に利潤税 tc Ge （法人税に該

当するものとする。 t Gは利潤税率。），労働者の所得すなわち賃金所得と労働者の利潤所得の和

には所得税 tw ( Gw + W) ( t wは所得税率）をそれぞれ課税するものとする。そこで，資本家の

貯蓄性向を sσ ，労働者の貯蓄性向を swとおけば，資本家の貯蓄Scと労働者の貯蓄 Swはそれ

ぞれ

Sc=sc(l-tc)Gc, l>sc>sw>O 

s w = s w ( 1 - t w ) ( G w + W) ' 1 > t G > t w > 0 
で表すことができる。

政府部門も租税Tに対して貯蓄性向 STで貯蓄すれば，政府部門の貯蓄Srは，

仰）

(10) 

Sr=srT, l>sr>O 

で表される。

総貯蓄Sは，資本家の貯蓄，労働者の貯蓄及び政府部門の貯蓄から成り立つので，

S=Sc+Sw+Sr 

と定義できる。

租税Tは，間接税 tYYM，利i関税及び所得税から成り立つものとすれば，

T = t y y M + t G G G + t w ( G w + W) 

）
 

唱
E
A
η

’
 

（
 

、、
．．
． 
，，， 
q
L
 

n
i
 
（
 

(7時

で表すことができる。

総貯蓄Sから国債発行額Bを差しヲ｜いた（ S -B）に占める資本家の貯蓄 Scから国債発行

額を差しヲiいた （Sc-B）の比率も（S -B）に占める労働者の貯蓄Swから Bを差しヲ｜いた

Kc Kw 
( Sw -B）の比率も一定となり，資本家の財産分配率一ーが労働者の財産分配率一一に等しいとき

K K 

に長期均衡が成り立つので，長期均衡条件は

Sc-B le Kc Sw-B Iw Kw 
）
 

A
包マ’（
 S -B I K 

で表すことができる。

このモデルは， 13個の変数G, Ge, Gw, W, T, K, Kc, Kw, S, Sc, Sw, Sr, 

Bを決定する完結したモデル（4）～（6)' (10) ' (66）～（74）の体系である。 YM, I, Sc, Sw, Sr, 

S -B I K 

tc, tw, f y, nはすべてパラメーターであり，所与かっ一定である。

〔1〕 所得の制度的分配ないし人的分配

マクロ的均衡条件（7）へ（69）～（12）を代入すれば，

I + B = Sc ( 1 - t c) Ge + S w ( 1 -t w) ( Gw + W) + ST T (75) 

となる。この（7司へ例，（4）から得られる W=YM-Ge -Gw -Tを代入して整理すれば，

I+ B -sw (1-tw）お1+l sw(l-tw)-sr I T= l sc(l-tc)-sw(l-tw) I Ge 仰）

となる。この同の両辺をぬで、割って，市場価格表示の国民所得で表した資本家の利潤分配率

ギ
jaれめ求を

F
M

一v
M



一 70- 研究年報第xvn巻

I B T 
一一＋一一－ sw(l-tw)+I sw(l-tw)-srl-

GG YM YM YM 

YM SG (1-tG)-Sw (1-tw) 
）
 
n
i
 の，（
 

が得られるD この分配率は所得の人的分配ないし制度的分配を表しているD

市場価格表示の国民所得で表した資本家の利潤分配率は，次のときに上昇する。（77）の分母をH

とおいている。

I 
(i) H>Oのときに，市場価格表示の国民所得で表した投資比率一ーが上昇するとき。

YM 

B 
(ii) H>Oのときに，市場価格表示の国民所得で表した国債発行率一ーが上昇するとき。

YM 

I B T 
(iii) 一一＋一一－ S w ( 1 - t w ) + l S w ( 1 - t w) -S T I －ーを Uとおく。 U<Oのとき
YM YM YM 

に，資本家の貯蓄性向 SGが上昇するとき。

I B T 
(iv) 一一＋一一－sG(1-tG)+ l SG (1-td-srl－ーをノとおく。 J>Oのときに，
YM YM YM 

労働者の貯蓄性向 swが上昇するとき。

(v) U>Oのときに，利潤税率 tGが上昇するとき。

(vi) ノ＜ Oのときに，所得税率 twが上昇するとき。

（叫 H<Oのときに，政府の貯蓄性向が上昇するとき。

（山） S w ( 1 -t w) -S TをVとおく。 v > 0かっH>Oのときに，あるいはVく Oかっ
T 

HくOのときに，市場価格表示の国民所得で表した租税負担率一ーが上昇するとき。
YM 

この分配率（77）については，このような政策変数の効果がある。

〔2〕 所得の機能的分配，利潤率及び財産分配率の関連性

YM 
所得の機能的分配を明らかにするために，（77）の両辺にーーを掛けて整理すれば，資本家が取得

K 

＋品

戸
川
一

K
率問問主↑るす

I B YM T 
一＋一一 sw(l-tw）一一＋ l sw(l-tw)-srl-

GG YM GG K K K K 

YM K K 

で表すことができる。

G 
利潤率ーの決定式（84）は，次のようにして導くことができる。
K 

SG (1-tG)-sw(l-t同
(78) 

Gw 
労働者が取得する利潤率一ーを（7司の両辺に加えれば，（4）の両辺をKで割った式になるので，

K 
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Ge Cw G 
一一ー＋一一一＝－
K K K 

(79) 

となる。

Kw 
労働者が取得する財産分配率一ーは，長期均衡では，（74)' (67) ' (69) , (66) , (4）から，

K 

Kw Sw-B sw(l-tw) (Cw十 W) sw(l-tw) 
( y M - G G - T) (8的

K S←B I I 

で表すことができる。この（so）から得られる次式の

Kw YM Ge T 
一一＝ sw(l-tw）一一一 sw(1-tw）一一－sw(1-tw)-
K I I I 

Ge K 
のーーに，同の両辺にーを掛けて得られる次式の
I I 

B YM T 
l＋一一 sw(1-tw）一一＋ l sw(l-tw)-sTI-

Ge I I I 

）
 

唱

E
aoo 
’’t
t

、

I Sc (1-tc)-sw (1-t同
(82) 

Kw 
を代入して整理すれば，的労働者が取得する財産分配率一一ーは，

K 

YM I B'¥ T 
Sc (1-tc) sw(l-tw）一一－Sw ( 1-fw）む＋一J-s w ( 1 -t w) l Sc ( 1 -t c) -ST I -

I ' 1/ I 
(83) 

Kw 

K Sc (1-tc)-sw (1-t叫

Cw 
で表すことができる。この（83）の両辺に一ーを掛けて得られる式と（10),(7司を（79）へ代入して整理す

Kw 

G 
れば， 18）利潤率ーが求められる口すなわち，

K 

GI  I+B-sw(1-tw)YM+lsw(1-tw)-sTIT 
(84) 

K K Sc (1-tc) l 1-sw (1-tw）ゐl+ Sw ( 1-tw）〔B+!Sc (1-tc)-ST I T〕

が求められる。

K G 
この（担）の両辺に一ーを掛ければ，市場価格表示の国民所得で表した利潤分配率一ーが求められ

YM YM 

る。この所得の機能的分配を表す利潤分配率は，

G 

YM 

I 

お4

I+ B -S w ( 1 - t w ) Y M + l S w ( 1 - t w) -S T I T 

Sc (1-tc) l 1-sw (1-tw）扮 l+sw(1-tw）〔B+ISc (1-tc)-sT I T〕
）
 
cu 
oo 
（
 

で表される。

なお，所得の人的分配を表す労働者の所得分配率と所得の機能的分配を表す賃金分配率の導出に

ついては，割愛した。
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町むすび

パシネッティ定理やパシネッテイ・モデルの厳密な解釈は現状では確固たるものはないと思われ

る。パシネッティが所得の人的分配を考え，導出したことは，利潤率と所得の機能的分配を表す利

潤分配率がともに労働者の貯蓄性向には左右されず，資本家の貯蓄性向と投資比率によって決まる

という重要な帰結，すなわち，パシネッティ定理である。このことは，パシネッティ定理やパシネッ

テイ・モデルの外見上のことにすぎない口換言すれば，パシネッテイが資本家と労働者の貯蓄行動

の差異を指摘し，この違いが人的分配や機能的分配の格差をもたらせることを強調したことこそ評

価すべきである口

パシネッテイ・モデルの二つの重要な仮定同と（11）は，必然的に資本家の貯蓄性向と労働者の貯

蓄性向の聞の相互関係を与えるものである。この相互関係をみれば，所得の機能的分配を表す利潤

分配率のみならず，所得の人的分配を示す資本家の所得分配率と労働者の所得分配率の決定にあたっ

ては，小論で、扱ったパシネッティ定理の検討を行った所得分配モデルの仮定と理論構造いかんによっ

て異なるが，資本家の貯蓄性向，労働者の貯蓄性向とともに，財産分配率，留保利潤率（留保利潤

も），財政要因（特に，三つの税率）が重要な役割を果たしていることがわかる。

小論で、扱った所得分配モデルはパシネッティ定理やパシネッティ・モデルを修正・拡充したもの

であるが，修正した事項や仮定の設定を考慮しなければ，パシネッティ定理やパシネッテイ・モデ

ルの理論構造になる。この点 i~小論で吟味検討した所得分配モデルの聞の理論的関連性がある。

パシネッティ・モデルでは，投資比率は明示的に表されていないが，投資比率はパシネッテイ・

モデルのように外生的に所与ではなくて，資本家の貯蓄性向，労働者の貯蓄性向，財産分配率によっ

て決まることがわかる。この点を明らかにしたことも小論の特徴である。

さらに，所得の人的分配を表す市場価格表示の国民所得で示した資本家の利潤分配率は，市場価

格表示の投資比率，国債発行率，租税負担率とともに，資本家の貯蓄性向，労働者の貯蓄性向，政

府の貯蓄性向，法人税率（利潤税率），所得税率で決まる口小論はこれらの政策変数の相互関係も

明らかにしようとしたものである。

注

1) Pasinetti, L. L.，“Rate of Profit and Income Distribution in Relation to the Rate of 

Economic Growth”， RES, Vol. 29, 1962, pp. 269-279. 

2) Kromphardt, J., ,,Kapitalbildung in Arbeitnehmerhand und Einkommensverteilung in 

G leichgewich t“， ZflなSt,Bd. 122, 1966, SS. 247-257. Neumann, M., ,,Sparquote der 

Arbeiter und funktionale Einkommensverteilung“， ZfdgSt, Bd. 122, 1966, SS. 744-747. 

拙稿， 「分配政策形成のための理論的基礎づけ -L. L. Pasinetti分配理論の検討－J' 『富大

経済論集J，第18巻，第3号， 1973年3月， 21-47頁。 Miickl, W. J., , ,Die Gewinnquote im 

Pasinetti ~ Modell“， ZfdgSt, Bd. 128, 1972, SS. 525-531. 

3} Ramb, B.ーT., ,,Profitquote, Investitionsquote und Vermogensverteihmg“， JfNuSt, 
Bd. 206, 1989, SS. 610-617, ins. SS. 614-617. 



所得分配におけるパシネッティ定理の解釈と検討 -73ー

4) Pasinetti, L. L., op. cit., p. 273，の閉式。

5) Nell, E.，“On Long-run Equilibrium in Class Society”， in Feiwel, G. R. (ed.) , Joan 

Robinson and Modern Economic mθ0ヴ， 1989,pp. 330-334. 

6) Ramb, B. -T., a. a. 0., S. 616. 

7) Woodfield, A. and McDonald, J.，“Income Distribution in the Pasinetti Model: An 

Extention" , AEP, Vol. 20, 1981, pp. 104-114, especially p. 109. Laising, N. F.，“Two 

Notes on Pasinetti’s Theorem”， ER, Vol. 45, 1969, pp. 373・385.

(I -Sc Ge) 
(7), (8), S =Sc+ Swから得られる Sw=I-scGcと同，（5）から， Kw=

n 

scGc 
……①が得られる。また，①と（5）から， Kc= ……②が得られる。①，②，（10）から，

n 

s w ( s G Y-I) 
Gw= が導かれる。
Sc (sc-s同

Geは（ぉ）を導くときに示している。

9) Woodfield, A. and McDonald, J., op. cit., p. 110. 

10) Chiang, A. C.，“A Simple Generalization of the Kaldor-Pasinetti Theory of Profit 

Rate and Income Distribution”， Eca, Vol. 40, 1973, pp. 311-313. 

11) Chiang, A. C., op. cit., pp. 311-312. 

12) Kaldor, N.，“Alternative Theories of Distribution”， RES, Vol. 23, 1955-56, pp. 83-100; 

Ditto, Essays on Value and Distn》ution, 1960, pp. 209-236, esp. p. 230. 

13) 0’Connell, J.，“Undistributed Profit and Pasinetti and Dual Theorems”， JoMe, Vol. 7, 

1985, pp. 115-119. 

14) Darity, W. A.，“The Simple Analytics of Neo-Ricardian Growth and Distribution”， 

AER, Vol. 71, 1981, pp. 978-993, esp. p. 979. 

Kc n-sp (1-s叫 r-sw与 Kc
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K (l-sp)r (sc-sw) I 

K Kc l Kc 
－・一一＝－・一ーを用いて（57）を変形し，（57）の右辺第 1項の（ l - SP) rを求めた式
I k 刀 K

n -spr 
( l -s p) r= を代入すれば，（58）が導かれる。
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K』 お励（l -tw) B Sw ( l -tw) ｝心｜助（l -tw) -Sr I T T 
一＝ Sw （ト tw）一一 ＋一一 ・一一一＋ ・ －－ Sw （ ト t~－
K I H HI H I H I I 
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サ（トル）l!l+~(l~I子十仔）－！1+~(11- Sr）引
助(1-tw) r Sc ( 1 -tc）互一／ lt~ )-I Sc ( 1 -tc）一針｜斗
H l I¥  II  J 

この後（田）が得られる。

日）H 1-Sw （γぺscU-tc）子－ (1引－l Sc (l-tc)-ST刊
1 ( I B YM TI 
=-I -+--s w ( i - t w）一一＋ 1 sw(l-tw)-sTl-1 
H ~K K K K J 

~Sc ；一吋一助(1 升＋ sw （ ~tw 

両辺にHを掛けて分母をとる O

G( f YM l f B Tl I 
-I Sc (l-tc) ~ 1-Sw (l-tw） 一一~ + SW ( 1 -f W) ~ -+l S G ( 1 -f G) -ST l一十1
Kl l I J ll Ill 

I B YM T 
＝－＋一一 sw(l-tw）一一＋ 1 sw(l-tw)-sTI-
K K K K 

er 、 r1-sw(l-tw）お1l sw(l-tw) lB+sc(l-tc)-sTITll 
Is (l-t ）~ ト＋｜
K ~ l I J I 

＝ー〔 I+B-s w ( 1 - t w) YM + 1 s w ( 1 - t w) -s Tl T〕
K 

この式を変形して（84）が得られる。




